
                                                          平成25年7月17日　
                                                          福島県農業担い手課　
第１種農地における転用許可基準の緩和について
第１種農地の転用許可基準である「集落接続事業」の「住宅」の取扱いについて、本県では優良農地を守る観点から、下記の運用を行ってきたところですが、現在の本県の厳しい状況を踏まえ、自主避難者にも帰還を促すとともに、県内の農村集落の持続的な発展のために、下記のとおり運用を変更することとしました。
記
１　変更内容
	
	集落接続事業で許可可能な「住宅」の範囲

	変更前
	①農家住宅
②一般住宅（店舗兼住宅を含む）のうち分家住宅
③一般住宅のうち自然災害により住家が損壊した者が建設する一戸建て住宅
④一般住宅のうち原発事故による警戒区域等からの避難者等が建設する一戸建て住宅

	変更後
	①農家住宅※１
②一般住宅※２（店舗兼住宅を含む）
※１「農家住宅」の面積は、1,000㎡以下を原則とする（併用地を含む）。
※２「一般住宅」の面積は、500㎡以下を原則とする（併用地を含む）。


　注１：個人が建築主となる住居に限ります。
　注２:事業用の住宅である貸住宅、建売分譲住宅は、「集落接続事業」の「申請に係る土地の周辺地域において居住する者の日常生活上又は業務上必要な施設」に分類され、集落居住者が建築主となる貸住宅以外は、従前どおり許可できません。
２　適用時期
　　平成２５年７月１６日
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